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2.1 農業 
2.1.1 水稲 
① S-8-1(6) 農業・食料生産における温暖化影響と適応策の広域評価【追加】 
1. 執筆者（公表年） 石郷岡康史ほか 18 名（2014 年） 

2. 掲載紙 

環境省環境研究総合推進費 戦略研究開発領域 
S-8 温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究 2014 報告書 
「日本への影響」－新たなシナリオに基づく総合的影響予測と適応策

－ 
3. 対象品目 コメ（品質、収量） 
4. 対象地域 全国 

5. 予測手法の概要 

予測期間：品質；現在（1981～2000 年）、2001～2020 年、2021～2040
年、2041～2060 年、2061～2080 年、2081～2100 年 
収量；現在（1981～2000 年）、2081～2100 年 
空間解像度：1km メッシュ 
気候モデル：MIROC3.2-hires 
排出シナリオ：SRES-A1b 
適応策の検討：あり（移植日の移動） 
予測手法：生育収量予測プロセスモデル 

多品種に対応した生育収量予測プロセスモデルを影響評価モデルとして導入し、複数の予測

気候条件に基づくシミュレーションを行い、収量と品質を指標とした気候変化影響と、適切

な作期移動を実施した場合の効果を評価した。 
対象期間は 1981～2100 年とし、移植日を現行移植日から±70 日間の範囲において 7 日間

間隔で移動させ、それぞれの出力結果について収量と品質の観点からの年代毎の最適移植日

の抽出を試みた。品質については、出穂後 20 日間の日平均気温 26℃以上の積算値（HDD
とする）とコメ品質（1 等米比率）との関係が比較的明瞭であるため、本研究においても HDD
を高温によるコメ品質低下リスクを表す指標として用いた。移植日の移動の効果のみを評価

するため、品種は地域ごとの現行栽培品種に固定した。 
※モデルに関する詳細な記載なし。 
6. 影響の概要 
【生産量・品質】 
対象期間（1981～2100 年）におけるモデル出力値を、現行移植日による結果を「適応な

し」、20 年毎に HDD 平均値が 20℃・日以下の範囲で収量平均値が最多となる移植日によ

る結果を「適応あり」として、各年代（20 年毎）で相互比較することで移植日移動による

適応の効果を調べた。結果の一例として、MIROC3.2-hires A1b による、「適応なし」の場

合の HDD の値により分類された全生産量の 20 年毎の推移を図 1 に示す。HDD の値が高

い（すなわち高温による品質低下リスクの高い）生産物の割合が大きく増加することが判
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明した。  
【収量】 
収量の地域的分布（図 2）から、増加する地域と減少する地域の偏りが極めて大きくな

る。 

 
図 1. 全生産量の 20 年毎の推移（MIROC3.2-hires A1b；適応なし） 

各メッシュの算定収量に水田面積を乗じて全国集計したもので、1981～2000の現行移植日による値を100

とした場合の相対値で表した。高温に因る品質低下のリスク：低（HDD<20）、中（20<HDD<40）、高

（40<HDD） 

 

 
図 2. 推定収量の分布（2081～2100 平均；MIROC3.2-hires A1b） 

値は 1981～2000 平均の値を 100 とした相対値 
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② 近年の気候変動の状況と気候変動が農作物の生育等に及ぼす影響に関する資料集 4 
＜水稲の害虫について 5＞ 
1. 執筆者（公表年） 農林水産省（2002 年） 

2. 掲載紙 
農林水産省ＨＰ 
http://www.maff.go.jp/j/kanbo/kihyo03/gityo/g_kiko_hendo/eikyo/pdf/zenyo_1.pdf 

3. 対象品目 
ニカメイガ（年間世代数）、ツマグロヨコバイ（個体数）、ヒメトビウ

ンカ（年間世代数） 

4. 対象地域 
全国（ニカメイガ、ヒメトビウンカ）、上越市・富山市・金沢市（ツマ

グロヨコバイ） 

5. 予測手法の概要 

予測期間： 2060 年代（ニカメイガ）、2060 年（ヒメトビウンカ）、 
2010～2080 年（ツマグロヨコバイ） 
空間解像度：10km メッシュ 
気候モデル：CSIRO（ニカメイガ）、MRI（ツマグロヨコバイ）、CSIRO・
NIES（ヒメトビウンカ） 
排出シナリオ：IS92a 
適応策の検討：なし 
予測手法：推定式（式 1）（ニカメイガ） 
推定式（式 2）（ツマグロヨコバイ） 
推定式（式 1）の気温に日射の影響を上乗せ（ヒメトビウンカ） 

                                                   
4 既存文献を収集、整理したもの。本文献には、複数の対象品目について記載がされているが、ここでは

水稲の病害虫について記載する。なお、各対象の詳細については、適宜原著論文に当たる必要がある。 
5 原著論文である「山村光司（2001）温暖化に伴う水稲害虫の増加、地球環境、Vol.6、No.2、251-257」
（http://www.airies.or.jp/journal_06-2jpn.html） 
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【ニカメイガ】 
r=(T－T0)/K （T≧T0のとき）および r=0（T< T0のとき）・・・（式 16） 
ただし、r：昆虫の発育速度、T：気温、T0：発育零点、K：有効積算温度定数 
ここでは既存研究による T0=9.3、K=859 を用いて、予測を行った。 
【ツマグロヨコバイ】 
積雪量が少ない年に北陸・東北地方でツマグロヨコバイが大発生しやすいことが以前から経

験的に指摘されてきた。各地点におけるデータを用いて作成した、前年の個体数 Nt-1と総降

雪深 St から、ある年の総誘殺個体数 Nt を求める最適予測式を以下に示す。 
log10(Nt＋0.5) 

 = 7.9＋0.45 log10(Nt-1＋0.5)－ 2.3 log10(St)－ 1.8 [log10(St)－2.6]2・・・（式 2） 
ここでは、本式に基づいて予測を行った。 
【ヒメトビウンカ】 
式 1 をそのまま用いると発生時期が実際と一致しない。この不一致は日射の影響と考えら

れている。そのため、気温に日射の影響を上乗せし（図 3）、発生時期の予測を行った。な

お、係数については試行錯誤的に求めたと記載され、この数値は未記載である。 

 
図 3. 昆虫の体表面温度の日変化における仮定 7 

表面温度は、気温と日射量の増分の和で与えられる。なお、両成分はほぼ同位相の正弦曲線で与えられる。 

6. 影響の概要 
【ニカメイガ】 
ニカメイガの世代数は温暖化前と比べて日本全国を通じてほぼ１世代ずつ増加すると予想

されている（図 4）。もともとニカメイガ（二化螟蛾）という和名は、それが日本の大部分

                                                   
6 日平均気温が T0よりも高い日について日平均気温と T0との差を計算し、年間を通じてそれを合計する

ことで「総積算温度」を計算できる。これを K で割ることで、年間の発生世代数を計算することができ

る。 
7原著論文である山村光司（2001）に引用された文献、Yamamura, K. and M. Yokozawa(2002) 
Prediction of the geographical shift in the prevalence of rice stripe disease transmitted by the small 
brown planthopper, Laodelphax striatellus(Fallen) (Hemiptera: Delphacidae), under global warming. 
Appl. Entomol. Zool., 37(1) 181-190.から。詳細は p.163 §5.6④参照 
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の地域で 2 化する、すなわち年に 2 世代発生することから付けられた。しかし 2060 年代

にはそれは当てはまらず、日本の多くの地域で 3 化するようになると予想される。一般に

害虫の個体数は世代数が経過するにつれて増大してゆく。したがって、イネの栽培方法に

よっては、ニカメイガによる被害量も増える可能性がある。 

 

図 4. ニカメイガの年間発生世代数の予測値 
 
【ツマグロヨコバイ】 
温暖化のもとでは積雪量が減少するため、ツマグロヨコバイの発生量が増加する可能性が高

い。MRI モデルの結果によれば、北陸地方の海岸部における個体数は 2060 年までに上昇し

て最大値に到達すると予想される（図 5）。 
 

 
図 5. 温暖化がツマグロヨコバイの発生量に与える影響 

MRI モデルによる予測結果。青丸：上越市、赤丸：富山市、黒丸：金沢市 
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【ヒメトビウンカ】 
現在日本の多くの地域では 5 月から 6 月に田植えが行われることから、6 月 1 日前後が感

染の危険時期であると判断することができる。図 6 に温暖化前と 2060 年におけるヒメト

ビウンカの世代数予測値を示す。温暖化前（図 6 左）は北海道に越冬世代（0 世代）と第

一世代の境界線が存在することから、この付近は 6 月 1 日に成虫が存在するため発病の危

険地帯であることが表現されている。また、関東以南には第 1 世代と第 2 世代の境界線が

存在し同様に危険地帯であることが表現されている。一方で 2060 年（図 6 右）では、北

海道にあった世代の境界線は消えて、危険地帯から外れる。しかし東北、北陸地方には第

1 世代と第 2 世代の境界線が現れることから、これらの地域ではイネ縞葉枯病発生の潜在

的な危険性が増加すると予想することができる。ただし、この図が示すのはヒメトビウン

カの個体数が十分に多い場合の予測値であり、その意味であくまでも潜在的な危険地帯で

ある。 

 
図 6. 6 月 1 日におけるヒメトビウンカの世代数予測値 

世代の境界線付近がイネ縞葉枯病に対する潜在的な危険地帯であると判断される。 
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③ 戦略研究「地球温暖化と生産構造の変化に対応できる北海道農林業の構築－気象変動が

道内主要作物に及ぼす影響の予測－」成果集【委員ご提供情報】 
＜食味について＞ 

1. 執筆者（公表年） 
地方独立行政法人北海道立総合研究機構農業研究本部中央農業試験

場編（2011 年） 
2. 掲載紙 北海道立総合研究機構農業試験場資料 第 39 号 
3. 対象品目 水稲（食味） 
4. 対象地域 北海道 

5. 予測手法の概要 

予測期間：現在、2030 年代 
空間解像度：－（道内の 18 市町村 8） 
気候モデル：CCSR、CGCM1 
排出シナリオ：IS92a 
適応策の検討：なし 
予測手法：推定式による 

対象品種および気象データ：きらら 397（中生品種、穂ばらみ期耐冷性） 
 
食味指標： 
アミロース含有率（％）＝－0.0137 x + 31.776 
蛋白質含有率（％）＝0.0000425（x－849）2 + 7.38 
x は出穂後 40 日間の日平均積算気温（登熟気温、℃）である。 
 
※本式 9は 1991～2006 年にかけて道内うるち米作付地域の 22 カ所で実施した「きらら

397」の栽培試験データ 236 点から得たものである。 
6. 影響の概要 
 本文献内の別の項目にて、2030 年代には現在より出穂期が早まることが示されている。

また、同一暦日でも気温が高くなるため、登熟気温は 65～108℃高くなる。そのため、登

熟気温と負の相関関係の精米アミロース含有率は、18 地帯平均で現在よりも 0.9%～1.5％
低下する。また、精米蛋白質含有率については、登熟気温が約 850℃で最低となる 2 次関

数が認められている。表 2 および表 3 より、現在の登熟気温と比べ 2030 年代の登熟気温

が約 850℃付近に変化するため、2030年代にはCCSR およびCGCM1 ともに成苗で 0.2%、

中苗で 0.3%低くなる。 
 

                                                   
8 江差町、北斗市、ニセコ町、共和町、伊達市、厚真町、恵庭市、長沼町、新條津村、岩見沢市、深川

市、雨竜町、小平町、士別市（士別）、旭川市、中富良野町、名寄市（風連）、北見市 
9 丹野久．”寒地のうるち米における精米蛋白質含有率とアミロース含有率の年次間と地域間の差異およ

びその発生要因”．日作紀．33, 59-63（1964） 
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表 2．精米アミロース含有率（％）と蛋白質含有率（％）の推定値 

（現在および CCSR による 2030 年代） 

 
 

表 3．精米アミロース含有率（％）と蛋白質含有率（％）の推定値 

（CGCM1 による 2030 年代） 

 
現在の気象は各市町村の代表的な稲作地のアメダスメッシュのデータ。登熟気温は出穂後 40 日間の日

平均積算気温。同左差異は現在値との差異。移植日は 5 月 25 日。出穂日は本文献内の別表をご参照

（ここでは割愛）。 
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④ 戦略研究「地球温暖化と生産構造の変化に対応できる北海道農林業の構築－気象変動が

道内主要作物に及ぼす影響の予測－」成果集【委員ご提供情報】 
＜収量について＞ 

1. 執筆者（公表年） 
地方独立行政法人北海道立総合研究機構農業研究本部中央農業試験

場編（2011 年） 
2. 掲載紙 北海道立総合研究機構農業試験場資料 第 39 号 
3. 対象品目 水稲（収量） 
4. 対象地域 北海道 

5. 予測手法の概要 

予測期間：2030 年代 
空間解像度：－（道内の 18 市町村 10） 
気候モデル：CCSR、CGCM1 
排出シナリオ：IS92a 
適応策の検討：なし 
予測手法：推計式による 

対象品種および気象データ：きらら 397（中生品種、穂ばらみ期耐冷性） 
 
■方法 A ： y =s（3.335－0.0415（t－22.8）2） 

y：収量（kg/10a）、s：出穂前 10 日以降 40 日間の平均日射量（W/m2）、t：出穂前 10 日

以降 40 日間の平均気温（℃） 
上式は、村田（1964）11を参考に、出穂前 10 日以降 40 日間の平均気温が 25℃以下であ

る 9 つの道県について、過去 15 年間（1994～2008 年）の道県別の平均収量と同期間の平

均気温および日射量との関係から算出。 
 

■方法 B ： y=s（1.28－0.0192（21.9－t）2） 
 y：気候登熟量示数（kg/10a）12、s：出穂後 40 日間の積算日射量（MJ/m2）、t：出穂後

40 日間の平均気温（℃） 
上式は、内島（1983）13を参考に日本全国の水稲奨励品種決定試験成績データを用いて

林ら 14が算出。 
  

                                                   
10 江差町、北斗市、ニセコ町、共和町、伊達市、厚真町、恵庭市、長沼町、新條津村、岩見沢市、深川

市、雨竜町、小平町、士別市（士別）、旭川市、中富良野町、名寄市（風連）、北見市 
11 村田吉男．”わが国の水稲収量の地域性に及ぼす日射と温度の影響について”．日作紀．33, 59-63
（1964） 
12 理想的な栽培環境における潜在的収量性を示すと考えられている指標。 
13 内島立郎．”北海道, 東北地方における水稲の安全作季に関する農業気象学的研究”．農技研報 A．31, 
23-113（1983）． 
14 林陽生, 石郷岡康史, 横沢正幸, 鳥谷均, 後藤慎吉．”温暖化が日本の水稲栽培の潜在的特性に及ぼすイ

ンパクト”．地球環境．6（2）, 141-148（2001）． 
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6. 影響の概要 
 2030 年代の推定収量は、方法 A では CCSR の 8 月～9 月の日射量低下（減収要因）と、

同期間の平均気温上昇（増収要因）の影響により、全道平均で現在比 98～101%とほぼ現

在と変わらない（表 4）。方法 B では、出穂後 40 日間の日射量は減少するが、同平均気温

が気候登熟量示数の最適気温に近くなるため、現在比で 107%～110%へと増収する（表 
5）。 
 なお、一部の市において、将来の出穂期の変動が収量性に及ぼす影響について解析を行

っている。出穂期が遅い 8 月 10 日の場合は、方法 A、方法 B それぞれで現在比 94%～

98%、98%～104%と低く見積もられた。さらに、出穂期の連続的な変化が気候登熟量示数

に与える影響は、2030 年代には出穂期の遅延化に対する示数の低下が現在よりも穏やかと

なり収量性は安定化の方向に向かうことが予測された。 
 

表 4．方法 A による現在および 2030 年代の収量推定値 

 
出穂期は本文献内の別表（ここでは割愛）に示された中苗と成苗の平均。 
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表 5．方法 B による現在および 2030 年代の収量推定値（気候登熟量示数） 

 
出穂期は本文献内の別表（ここでは割愛）の中苗と成苗の平均。現在差異は現在の値との差異。 

 

  




